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２ 競争参加資格
次の\からĈまでに掲げる条件を満たしてい
る者により構成される特定建設工事共同企業体
（以下「特定建設工事共同企業体」という。）で
あって、「競争参加者の資格に関する公示」（平成
26年10月３日付け中部地方整備局長）に示すと
ころにより、中部地方整備局長から平成26年度
三遠南信天龍峡大橋鋼上部工事に係る特定建設
工事共同企業体としての競争参加者の資格（以
下「特定建設工事共同企業体としての資格」と
いう。）の認定を受けている者又は、次の\から
Ĉまでに掲げる条件をすべて満たしている者で
あること。

\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける鋼橋上部工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、中部地方整備局長が別に定め
る手続に基づく一般競争参加資格の再認定を
受けていること。）。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

b 競争参加資格確認申請書、技術資料（競争
参加資格確認資料）及び技術提案書（以下「申
請書等」という。）の提出期限の日から開札の
時までの期間に、中部地方整備局長から工事
請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和
59年３月29日付け建設省厚第91号）に基づく
指名停止を受けていないこと。

c 上記１]に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。な
お、設計業務等の受託者が設計共同体である
場合は、設計共同体の各構成員又は当該構成
員と資本若しくは人事面において関連ある建
設業者でないこと。

d 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）。（入札説明
書参照）

e 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

Ĉ 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

３ 総合評価落札方式に関する事項
\ 総合評価落札方式の仕組み 本工事の総合
評価落札方式は以下の方法により落札者を決
定する方式とする。
{ 当該工事について、入札説明書に記載さ
れた要求要件を実現できると認められる場
合には、標準点100点を付与する。

| 申請書等で示された実績等により最大60

点の加算点を与える。
} 下記]Êの評価項目について、入札説明
書で定めるところにより施工体制評価点を
最大30点与える。

~ 得られた標準点、施工体制評価点及び加
算点の合計を当該入札者の入札価格で除し
て算出した値（以下「評価値」という。）を
用いて落札者を決定する。その概要を以下
に示すが、具体的な技術的要件及び入札の
評価に関する基準等については、入札説明
書において明記している。

] 施工体制評価点及び加算点評価項目と審査
項目
評価及び審査項目：以下に示す項目を評価又
は審査項目とする。
Ê 施工体制（品質確保の実効性・施工体制
確保の確実性）

Ë 性能等の評価に関する事項
ü 工事目的物の性能・機能（耐久性）の
技術提案に関する事項
・「鋼アーチ橋における現場継手部の防食
性向上対策」について
@ 工事目的物の性能・機能（耐久性）の
技術提案に関する事項
・「鋼アーチ橋における現場溶接の品質向
上対策」について
※Êの項目で最大30点、Ëの項目で最大60

点の加算点とする。

Ĉ 本工事は、40歳以下の技術者を主任技術者
又は監理技術者にて配置する場合、工事成績
において評価する「若手技術者登用・育成工
事」の試行である。

D̂ 本工事は、発注者が、応札者に歩掛見積書
の提出を求め、妥当性が確認できた歩掛見積
書を予定価格に反映させる試行工事である。

Ê 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

F̂ 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。

Ĝ 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、契約締結後受発注者間の
協議により総価契約の内訳として単価等を合
意することとする。なお、本方式の実施にあ
たっては、「総価契約単価合意方式実施要領」
及び「総価契約単価合意方式実施要領の解説」
（http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/

kensetsugijutsu/soukakeiyaku/index.htm 参
照）に基づき行うものとする。
また、実施方式については、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によることとする。なお、協議開始
の日から14日以内に「単価個別合意方式」に
よる協議が整わない場合は、「単価包括合意方
式」にて行うものとする。

_ 単体有資格業者又は特定建設工事共同企業
体のすべての構成員が、平成11年度以降に元
請けとして、次のÊからÍに掲げる要件を満
たす鋼橋の製作・架設した実績を有するこ
と。なお、ÊからÍの工事は同一橋梁である
こと。（共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る（乙
型にあっては分担工事の実績に限るものと
し、出資比率は問わない））。なお、入札説明
書に示すものに係る実績である場合にあって
は、評定点合計が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。経常建設共同企業体に
あっては、いずれかの構成員が、平成11年度
以降に元請けとして下記に示す同種の工事を
施工した実績を有すること。
Ê 道路橋（ＴＬ－20以上）または鉄道橋（モ
ノレール及び新交通システムに係るものを
除く。）の工事。

Ë 橋梁形式がトラス橋、アーチ系橋梁、斜
張橋または吊り橋の鋼橋であること。

Ì 最大支間長が130ｍ以上の工事。
Í 架設工法が、ケーブルエレクション斜吊
り工法であること。

` 技術提案（以下「技術提案書」という）が
発注者の設定している標準案と同等以上であ
ること。

a 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
{ １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、主任技術者の場合は、下記に示す
資格を有する者でなければならない。
・「建設業法第７条２号イ、ロ又はハ」に
示す資格を有する者。（建設業法施行規則第
７条の三及び国交省告示第1424号（平成17

年12月16日）参照）
| 上記_に掲げる工事を架設した経験を有
する者であること。なお、入札説明書に示
すものに係る実績である場合にあっては、
評定点合計が入札説明書に示す点数未満で
あるものを除く。

} 当該工事を受注した場合において、監理
技術者が必要となる工事にあっては、配置
予定技術者が監理技術者資格者証及び監理
技術者講習修了証を有する者であること。
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